
平成２７年度　施策評価シート
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４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 総務部消防防災課 職名 課長 氏名 青木　敏彦

所属 総務部 職名 部長 氏名 保科　隆保

役割分担の妥当性
　協働のまちづくりを推進する観点から、自助・共助による市民を中心とした地区防災訓練の充実に取り組んでおり、今後も引続
き実施の拡大に伴に取り組む必要がある。

施策指標の分析
　統計指標であるデジタル移動系防災行政無線の整備率と消防団員の充足率はすでに目標値に到達したが、防災訓練実施件
数は基準値を下回った。また、市民意識指標である地域の自主防災組織の活動が活発化していると感じる割合及び消防・救命
救急活動が迅速かつ適切であると感ずる割合が低下している点が懸念されるため、各活動内容のPRを検討したい。

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性 　大規模災害等に対応するために必要な施策であり、現時点の事務事業の構成は適正である。

事業の重点化
　東日本大震災等、各地の災害を教訓として将来、発生が想定される大規模な災害から住民を守るため、防災アセスメントの実
施、地域防災計画の見直しなど災害想定に基く備えを充実させる。

団員等公務災害補償費 消防防災課 1,402 予算対応 予算対応 ― ― ― ―

水防対策事業 消防防災課 1,052 予算対応 予算対応 ― ― ― ―

― ― ―

消防事務諸経費 消防防災課 1,851 予算対応 予算対応 ― ―

消防委員会運営事業 消防防災課 259 予算対応 予算対応 ―

― ―

消防団諸経費 消防防災課 108,770 予算対応 予算対応 ○ 拡充 維持 ②

消防施設整備費 消防防災課 83,737 33,700 33,200 拡充 拡大 ①

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

維持 維持 ⑤

取り組み③ 消防団活動の推進と消防施設の整備

手段 消防団員の安全の確保と待遇改善を図ります。また、消防団詰所の耐震化を推進し、資機材等の計画的な整備や消防施設の整備に努めます。

防災施設・設備等整備事業 消防防災課 262,557 17,100 15,100

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み② 防災情報システムの整備

手段
デジタル移動系防災行政無線設備の整備及び情報通信訓練等を実施して、緊急時における情報収集・伝達体制の充実を図ります。また、関係機関か
らの災害情報等を市のホームページ上に掲載するなど、防災に関する情報の発信に努めます。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

広域消防負担金 消防防災課 595,879 予算対応 予算対応 － － － －

防災防犯諸経費 消防防災課 6,767 10,500 9,500 ◎ 維持 維持 ⑤

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

その他
成果

取り組み① 防災体制・防災活動拠点の強化

手段
地域における防災体制を強化するため、必要な資機材の購入や防災備蓄品の充実を図るとともに、防災訓練の実施を通じて自主防災組織の活動を
支援します。

52.0

市民
消防・救命救急活動が迅速かつ適切に行われていると感じる市民
の割合

― 57.6 50.7 59.0

市民
地域において自主防災組織の活動が活発に行われていると感じる
市民の割合

― 50.9 40.7

100

統計 消防団員の充足率 ― 99.0 100.0 100

統計 デジタル移動系防災行政無線の整備率 ― 0 100

統計 防災訓練実施件数 ― 36 34 66

統計 地区避難所運営マニュアルの策定数 ― 1 1 10

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

施策 防災・減災の推進

目的
市が保有する施設や設備の耐震化、雪害や地震に備えた都市インフラの防災・減災対策、市民の自主防災活動の支援等を通じて、火事などの人災
の発生抑制と自然災害発生時の被害の最小化に努めます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

防災アセスメント 地域防災計画の見直し

※その他の事業費は予算対応 ※その他の事業費は予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 総務部消防防災課 職名 課長補佐 氏名 今井　厚士 連絡先（内線）

部課等 総務部消防防災課 職名 課長 氏名 青木　敏彦 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 防災防犯諸経費 担当課 消防防災課

概要

対象： 市民全体 体系

手段：
防災アセスメントの実施、地域防災計画の見直し、市民総合防災訓練、防災備蓄倉
庫対応物品等の購入を行う。

防災に対する市民の意識向上を図り、災害に備える。 区分

Ｂ-6-1-1

ソフト

継続

○防災訓練交付金
○自主防災組織資機材等購入補助金
○備蓄品整備

○防災アセスメントの実施
○防災訓練交付金
○自主防災組織資機材等購入補助金
○備蓄品整備

○地域防災計画の見直し
○防災訓練交付金
○自主防災組織資機材等購入補助金

特定 0 一般 6,767 特定 0 一般

財源

決算額 （千円）

6,767

（千円）

避難所運営委員会の設置数 1 1 3 6

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

3 ④ 現状維持

④ ② ①　

1 2 3 ④ 1 2 ③

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 1 2

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

作成担当者

最終評価者

取組内容
　自主防災組織資機材等購入補助金を交付した。(１４団体）
　防災訓練補助金を交付した。（２地区、１８区、１団体）
　防災講話を実施した。

成果
　自主防災組織の資機材等の充実と組織強化の実施により、地域の防災力が向上した。
　地域の自主的な防災訓練や防災講話の実施により、防災に対する市民の意識向上につながった。

課題
　災害時の優先業務を定めた業務継続計画（ＢＣＰ）の策定が必要になる。
　各種防災訓練の充実や拠点避難所となる小・中学校における避難所運営委員会の設置を増やす必要があ
る。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　防災訓練の実施に関して地区毎に格差があり、防災訓練の重要性についての啓発と知識の普及が必要であ
る。
　H27年度に整備しているデジタル移動系防災行政無線の活用方法の確立が必要である。
　大規模災害が発生した場合を想定した職員の意識向上と災害対応訓練が必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　H27年度に整備しているデジタル移動系防災行政無線が、災害時において有効に運用できるように市民総合
防災訓練等で積極的に活用し、市の防災力向上に努める必要がある。
　災害時を想定した職員の行動や業務に対する意識改革のため、研修等が必要である。

区分 年間（4月～3月）

2253

2250

第1次評価コメント 　計画どおり実施すること。

第2次評価コメント －

（千円）

新/継

意図：

9,500

10,500

10,500

③ ⑤　レ

10

特定 0 一般 9,500



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計 計画額
デジタル移動系無線整備工事監理委託

デジタル移動系無線整備工事 県衛星系無線整備・撤去負担金 アナログ無線施設撤去
デジタル移動系無線整備工事（繰越） 積雪観測システム設置工事
気象観測装置設置工事他 ※その他の事業費は予算対応 ※その他の事業費は予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 総務部消防防災課 職名 課長補佐 氏名 今井　厚士 連絡先（内線）

部課等 総務部消防防災課 職名 課長 氏名 青木　敏彦 連絡先（内線）

－

事務事業名 防災施設・設備等整備事業 担当課 消防防災課

概要

対象： 市民全体 体系 Ｂ-6-1-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○デジタル移動系無線整備
○防災行政無線保守、営繕
○気象観測設備設置、保守
○戸別受信機設置補助

○防災行政無線保守、営繕
○県衛星系無線整備・撤去負担金
○気象観測設備保守
○積雪観測システム設置工事
○戸別受信機設置補助

○防災行政無線保守、営繕
○気象観測設備保守
○戸別受信機設置補助
○アナログ無線施設撤去

防災行政無線整備工事及び保守管理、気象観測設備設置を実施する。 新/継 継続

意図：
災害時における情報伝達手段の確保及び詳細な気象状況の把握により市民を災害
から守る。

区分 ハード

15,100

4,800

（千円） 17,733 （千円）

19,157 特定 16,300 一般 800 特定

財源

決算額 （千円） 262,557

143,144

特定 243,400 一般

12,300

2,635

89,440

27,338

実績値
（事後評価）

目標値

11,300 一般 3,800

4,300 4,500

H28 H29

中間値
（事中評価）

「緊急メールしおじり」の登録者数 3,977 4,276 4,100

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点 今後の方向性

1 2 3 ④ 1 2 ③

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤　レ

④ ② ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　緊急情報の発信方法として、防災行政無線による放送だけでなく、「緊急メールしおじり」等を使った複数の手
段による情報提供を行っていることについて、住民に向けた周知を更に推進する。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
　気候変動に起因する自然災害に備えるため、積雪観測システムの設置を計画通り行う必要がある。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント 　計画どおり実施すること。

第2次評価コメント

作成担当者 2253

最終評価者 2250

取組内容

　デジタル移動系防災行政無線整備工事（平成26年度～27年度）が完了した。
　同報系防災行政無線の保守管理点検を実施した。（定期点検１回、臨時点検随時）
　同報系防災行政無線の管理用パソコン、防災備蓄倉庫備品等を購入した。（防災行政無線運用管理パソコン
等６品目２，５０３点代）
　気象観測装置の保守点検・検定を実施した。（点検１箇所、検定２箇所）
　防災行政無線戸別受信機設置を補助した。（新規設置１９件）

成果
　デジタル移動系防災行政無線の整備により、緊急時に備え複数の通信手段を確保した。
　防災備蓄倉庫の備蓄品の充実につながった。
　防災行政無線戸別受信機の設置により、難聴地域の解消につながった。

課題 　防災備蓄倉庫の備蓄品について、数量と品目の再検討と計画的な更新が必要になる。



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 総務部消防防災課 職名 　主　事 氏名 　　塩原　一徳 連絡先（内線）

部課等 総務部消防防災課 職名 　課　長 氏名 　　青木　敏彦 連絡先（内線）

耐震性防火貯水槽外 27,038 耐震性防火貯水槽【Ｈ26国補正】

36,720 詰所建設工事 消防ポンプ車

小型動力ポンプ 小型動力ポンプ 小型動力ポンプ

積載車・軽積載車 14,212 軽積載車 耐震性防火貯水槽

6,000

事務事業名 消防施設整備費 担当課 消防防災課

概要

対象： 市民全体 体系 Ｂ-6-1-3

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○洗馬7部詰所建設工事（太田）　　　　○積載車1台更新
○塩尻4部詰所建設工事（上西条）　　（ポンプ付）（楢川1部）
○小型動力ポンプ3台更新　　　　　　　 ○軽積載車1台更新
　 （広丘4部、宗賀4部、洗馬3部）　　　（ポンプ付）（楢川3部）

○洗馬6部詰所建設工事（上組）　 ○軽積載車1台更新
○小型動力ポンプ3台更新　　　（ポンプ付）（楢川1部）
　 （広丘1部、宗賀7部、洗馬7部）  ○耐震性防火貯水槽40ｔ 1基

○消防ポンプ車1台更新　　○耐震性防火貯水槽40ｔ　1基
　（楢川2部）
○小型動力ポンプ3台更新
　（広丘3部、北小野1部、洗馬4部）

消防団詰所、消防車両、小型ポンプ、防火貯水槽等の消防施設等を計画的に整備
する。

新/継 継続

意図： 消防施設等を整備することにより、災害発生時に迅速な対応を図り、市民を災害から守る。 区分 ハード

6,000

6,200 7,300

【7,300】

（千円） 33,700 （千円） 33,200

21,500 19,900

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

21,837 特定 33,700 一般 0 特定

財源

決算額 （千円） 83,737

5,767

特定 61,900 一般

詰所建設工事

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

24,900 一般 8,300

1

整備計画に基づく小型動力ポンプの更新数 3 3 3

耐震基準を満たす消防団詰所（防災拠点）の整備数 0 2 2

1 1

評価視点 今後の方向性

3 3

整備計画に基づく消防団車両の更新数 0 2 2

1 2 3 ④ 1 ② 3

妥当性 有効性

4 ④ 現状維持 ③ ⑤

④ ② ①　レ効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　特になし

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
　消防施設等を計画的に整備していくことが、消防・防災力の強化を図る為には必要不可欠である。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント 　計画どおり実施すること。

第2次評価コメント －

作成担当者 2252

最終評価者 2250

取組内容

　消防団詰所の耐震化建設工事を実施した。（塩尻分団第４部、洗馬分団第７部）
　小型動力ポンプを更新した。（広丘分団第４部、宗賀分団第４部、洗馬分団第３部）
　積載車（ポンプ付）及び軽積載車（ポンプ付）を更新した。（楢川分団第１部、楢川分団第３部）
　耐震性防火貯水槽の設置を実施した。（洗馬芦ノ田・繰越分）
　消火栓の新設及び更新等を実施した。（新設４基、更新５基、移設１基、廃止１基）
　防火貯水槽等、消防施設の修繕を実施した。（３１件）

成果 　消防施設の耐震化等の整備により、消防力及び防災力が強化された。

課題
　平成２８年度において、洗馬分団第６部の詰所の建替えを実施する。（耐震化整備完了）
　消防団車両及び小型動力ポンプについて、計画的に更新する必要がある。



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 総務部消防防災課 職名 消防主任 氏名 須山　勇貴 連絡先（内線）

部課等 総務部消防防災課 職名 課長 氏名 青木　敏彦 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○携帯用投光器を支給
（＠4,150×500個）

○安全靴を支給
（＠6,210×850足）

事務事業名 消防団諸経費 担当課 消防防災課

概要

対象： 消防団員、市民全体 体系 B-6-1-3

手段： 携帯用投光器及び安全靴を全団員に支給する。 新/継 継続

意図： 消防力の強化を図り、市民を災害等から守る。 区分 ソフト

○安全靴（新入団員分）
（＠6,210×100足）

決算額 （千円）

一般特定 26,521 一般 82,249 特定 一般 特定

予算対応 予算対応108,770

（千円）

中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

H29

中間値
（事中評価）

目標値実績値
（事後評価）

目標値 実績値
（事後評価）

（千円）

0

財源

H28

安全靴支給数 65 850 100

携帯用投光器支給数 500 538 500 0

1 2 2 3

縮小

評価視点 今後の方向性

総合評価 休廃止

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　８月末に携帯用投光器を全団員分支給。災害はいつ起こるか分からないことから、職場や出先から現場へ直
接急行した際に支給された装備を確実に着装するよう消防団員全員に徹底を図ることが課題。

④ ②　レ ①　

3

妥当性 有効性

④ ④ 現状維持

効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

11 2 3 ④

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

③ ⑤

区分 年間（4月～3月）

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

総合評価判定

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　消防団員の安全対策、装備の充実強化は、消防力の強化となり、更には市民を災害等から守ることに繋が
る。携帯用投光器（ヘッドライト）を支給したことにより夜間活動時の安全対策を図ることができたが、火災現場
での鋭利物の踏み抜きや行方不明者の捜索活動等の安全化・迅速化のためにも安全靴を計画どおり支給する
ことが望ましい。

2252

⑥

最終評価者 2250

取組内容
　消防団員の安全確保のため、消防団装備基準に基づき、装備の充実を図った。
　消防団員安全装備品整備等助成事業を活用し、消防団の部長以上へ安全靴を支給した。

成果
　携帯用投光器（ヘッドライト）を団員に支給したことにより夜間活動時の安全対策が向上した。
　安全靴の支給により、消火活動時の安全対策が向上した。

課題
　災害はいつ起こるか分からないことから、職場や出先から現場へ直接急行した際に支給された装備を確実に
着装するよう消防団員全員に徹底を図ることが課題である。

⑦

作成担当者

第1次評価コメント 　前年度並みの一般財源で対応すること。

第2次評価コメント －

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討



平成２７年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

6

3

２　施策の指標における成果

％

％

円

％

％

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

1

2

1

2

3

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 総務部庶務課 職名 課長 氏名 田中　利明

所属 総務部 職名 部長 氏名 保科　隆保

役割分担の妥当性
　協働のまちづくりを推進する観点からは、市民が市において貴重な財源である税の重要性にもっと関心を示し、納期内納税に
努めていただくようにＰＲを強化する必要がある。

施策指標の分析
　市民意識指標である職員の対応に好感を持つことができると感じる割合、統計指標である嘱託員に係る人件費及び市税の収
納率も目標値に達したため、今後はこの水準を維持する必要がある。

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性 　総務部の分野における、事務事業の構成の見直しは、現時点では特に必要は無い。

事業の重点化
　第五次総合計画の推進に当たり、各戦略に掲げた都市像を実現するためには、職員の意識・行動改革が必要となる。また、そ
のためには職員の研修を充実させる必要がある。

④徴収事務諸経費 収納課 34,358 予算対応 予算対応 拡充 縮小

拡充 拡大 ①

賦課事務諸経費 税務課 108,019 予算対応 予算対応 ― ―

固定資産評価替等対応事業 税務課 20,603 予算対応 予算対応 ○

― ―

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み⑤ 持続可能な財政運営

手段
適正課税と収納率向上の取り組み、国・県補助金、有利な起債の活用などにより財源の確保を図るとともに、事務事業の見直し等による経費の節減を
徹底し、長期財政推計に基づき、プライマリーバランスの黒字化を図りながら、自律的で持続可能な財政運営を行います。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

公共料金明細事前通知サービス導入事業 会計課 880 300 300 拡充 維持 ②

職員研修事務諸経費 人事課 12,446 予算対応 予算対応 ◎ 拡充 拡大 ①

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

― ― ―

取り組み③ 職員の育成と人員配置の適正化

手段
職員としての資質向上と、評価制度の改善により質の高い行政サービスの確保を図ります。また、適正な定員管理と人員配置に努めるとともに、民間
活力を導入して行政サービスの維持、効率化を目指します。

H29 成果 コスト 記号

文書事務費 庶務課 26,951 予算対応 予算対応 ―

手段
住民ニーズに対応した政策を立案する能力の向上を図るため、文書事務や法制執務の研修や文書責任者会議を開催するとともに、通常業務を通じた
指導を徹底します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28

取り組み② 政策立案能力の向上

95.50

その他
成果

統計 市税の収納率 95.35 ― 96.51

100%以内

統計 実質公債費比率 7.4 ― 7.2 12.5%以内

統計 将来負担比率 49.9 ― 43.7

11億5,800万円

統計 第五次総合計画施策指標の達成率 ― 0 ― 100

統計 嘱託員に係る人件費（報酬総額） ― 12億4,100万円 10億2,454万円

市民 職員の対応に好感を持つことができると感じる市民の割合 ― 53.8 58.6 58.0

市民 市民による行政サービスの満足度（窓口対応） ― 81.6 ― 86.0

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

施策 行政機能の効率化の検討

目的
本戦略の適正な進捗管理を行うとともに、職員の政策立案能力の向上等の人材育成、アウトソーシングも含めた適正な定員管理と人員配置、持続可
能な財政運営等を進めることで、効率的、効果的な行政運営を推進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等　 総務部人事課 職名 主任 氏名 武井　充 連絡先（内線）

部課等 総務部人事課 職名 課長 氏名 大野田 一雄 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 職員研修事務諸経費 担当課 人事課

概要

対象： 職員 体系

手段： 職員研修の開催、他団体主催の研修等への派遣

新たな時代に対応する行政課題に積極的に取り組める職員の育成と質の高い行政
サービスの提供を図る。

区分

B-6-3-3

ソフト

継続

○職員研修の開催
○他団体主催研修等への派遣

○職員研修の開催
○他団体主催研修等への派遣

○職員研修の開催
○他団体主催研修等への派遣

新/継

意図：

特定 0 一般 12,446 特定 一般

財源

決算額 （千円）

12,446

（千円）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点

90 146 130 130

研修参加延べ人数 1,300 3,602 4,000

職員研修の実施コース数

3

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3 4 現状維持

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

1 ② 3 4 1 ②

作成担当者

最終評価者

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　各職層に求められる能力や知識の向上を図るために、受講者の公募による一般研修・特別研修を実施してい
るが、受講希望が低調である。職員の研修参加意欲をより高めるため、一人ひとりがキャリアアップに向けた意
識を持ち、計画的な研修受講と受講成果の確認・評価ができるような仕組みづくりが必要である。また、各課の
業務に関連する派遣研修については、予算的な制約から受講希望に添えていない状況である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　基本的な研修の継続実施と新規研修導入により研修メニューを更に充実させ、加えて職員の研修への参加
意欲を高める取り組みをし、各階層に求められる能力開発を体系的に推進する。あわせて、業務の専門性を高
めるため各課が受講を希望する派遣研修（専門研修）の充実を図る。これにより、五次総の基本戦略の展開を
支える人材育成を図る。

区分 年間（4月～3月）

1331

1330

第1次評価コメント
　増額は認めるが、一般研修・特別研修の内容等を検討して減額に努めたい。また、行政改革の一環として、人的資源の
活用方針を明確化されたい。

第2次評価コメント 　効果が薄い一般研修は見直しを行いながら、研修の制度設計を工夫すること。

取組内容

　一般研修、特別研修及び派遣研修等、合計146コースの研修を計画・実施し、延べ3,602人が受講した。
　職員の自主性を促すため、一部の研修については公募制とした。
　「塩尻市版人材マネジメント部会」を重点研修と位置づけ、課等の長を対象に全４回開催した。深く考え対話す
る手法を用いた研修プログラムにより、　「塩尻市役所経営理念」を実践する職員、組織がどうあるべきかを研
究した。
　対話の質を高めるため、「ファシリテーション研修」を実施し、課題解決に向けた合意形成及び業務推進技術
の習得を図った。

成果
　各職層・各業務に求められる能力向上のため、研修計画に基づき体系的な研修が実施できた。さらに、研修
内容を各職場に持ち帰って活用することにより、業務改善の一助となった。

課題
　人材育成基本方針に掲げられた目指すべき職員像を、時代の要請に沿った内容に見直すとともに、全職員が
これを共有し、積極的な自己開発をさらに進める必要がある。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
現状維持

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
低い

低い
やや
高い

皆減 縮小

特定

4,000

一般

（千円）

拡大

③ ⑤

130

4,000

④ ② ①　レ

今後の方向性



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

基本料金・利用料金 基本料金・利用料金

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 会計課 職名 主任 氏名 古屋　貴大 連絡先（内線）

部課等 会計課 職名 会計管理者 氏名 小澤　和江 連絡先（内線）

事務事業名 公共料金明細事前通知サービス導入事業 担当課 会計課

概要

対象： 市民全体 体系 B-6-3-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○マスタデータの作成・登録
○八十二銀行との契約
○財務会計システムの改修
○システム環境テスト

○システム運用 ○システム運用

公共料金明細事前通知サービス「公振くん」の導入及び財務会計システムの改修 新/継 新規

意図： 公共料金の支払遅延防止及び支払業務の効率化を図る。 区分 ソフト

300

（千円） （千円）

880 特定 0 一般 300 特定

財源

決算額 （千円）

880

特定 0 一般

300

実績値
（事後評価）

目標値

0 一般 300

0 0

H28 H29

中間値
（事中評価）

予算残額不足による支払遅延件数 0 0 0

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点 今後の方向性

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤  

④ ②　レ ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　計画どおりに導入準備を進めている。９月中に八十二銀行との契約、電話料、上下水道使用料及びＮＨＫ受
信料のマスタデータ作成が完了し、１０月に電気料金のマスタデータ作成が完了する見込みである。新たに生じ
た問題等は特にない。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　平成２８年度以降は運用コスト300千円を確保すれば運用が可能。運用開始後は、担当課での支払事務がな
くなるため予算執行管理意識が希薄になることが懸念される。会計課では担当課に対し掲示板で歳出予算差
引簿確認の周知をするとともに、科目ごとの執行率をチェックし予算残額の把握に努める。予算残額不足が見
込まれる場合は、財政課及び担当課と連携し、予算残額不足による支払遅延ゼロを目指す。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント 　計画どおり実施すること。

第2次評価コメント －

作成担当者 1162

最終評価者 1101

取組内容 　計画どおりに公共料金明細事前通知サービス「公振くん」を導入した。

成果

　平成28年1月から実施した「公振くん」の導入により、担当課における公共料金の支払事務が原則不要となり、
公共料金の支払遅延防止及び支払業務の効率化につながった。
　平成28年1月～3月分の支出伝票の枚数が、約85％減少した。（参考：平成27年度149枚、前年同時期1,002
枚）

課題
　担当課での公共料金支払事務が不要となったため、予算管理意識が希薄となり、予算残額不足によるシステ
ムエラー（支払は適正に執行）が数件発生したため、担当課に予算管理を徹底させる必要がある。



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 総務部税務課 職名 係長 氏名 塩原　敏也 連絡先（内線）

部課等 総務部税務課 職名 課長 氏名 小松　秀典 連絡先（内線）

事務事業名 固定資産評価替等対応事業 担当課 税務課

概要

対象： 市民全体 体系 B-6-3-5

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○固定資産税及び都市計画税に係る評価
替え対応

○固定資産税及び都市計画税に係る評価
替え対応

○固定資産税及び都市計画税に係る評価
替え対応

適正な固定資産評価替えを行う 新/継 継続

意図： 公平・公正な課税と自主財源の確保 区分 ソフト

（千円） （千円）

20,603 特定 一般 特定

財源

決算額 （千円）

20,603

特定 0 一般

実績値
（事後評価）

目標値

一般

600 600

H28(2年次) H29(3年次)

中間値
（事中評価）

地目判読調査数 550 674 600

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27(1年次)

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点 今後の方向性

800 800未特定家屋調査数 826 859 850

1 2 ③ 4 1 ② 3

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤

④ ② ①　レ効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　特になし。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　固定資産税の公平課税のため、３年周期で航空写真の撮影を行っており、平成２８年度が実施年度となる。
年次計画で未特定家屋調査及び地目判読調査を継続する。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント 　計画どおり実施すること。

第2次評価コメント －

作成担当者 1138

最終評価者 1130

取組内容
　Ｈ２７年度は、航空写真で撮影したデータを基に、課税台帳との照合を行い、地目判読調査では、相違があっ
た１，３９５筆に対して事前調査を行い、６７４件について所有者立会い等による実地調査を実施した。未特定家
屋調査では、５，４８０棟に対して事前調査を行い、８５９件について実地調査を実施した。

成果
　地目判読調査では３５５筆を、未特定家屋調査では６２４棟を見直した。また、合わせて実施した農業用施設
用地の調査により１６７筆を見直し、より公平・公正な課税につなげることができた。

課題
　土地及び家屋のデータ件数が膨大で、短期間での実施が難しいため、調査には長期間を要するが、適正課
税に向け、地目判読調査及び未特定家屋調査を継続して実施することが必要である。それに加えて、空き家等
の適正管理により関心が高まっている住宅用地特例の調査の実施も課題となっている。



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 総務部収納課 職名 主任 氏名 佐藤智樹 連絡先（内線）

部課等 総務部収納課 職名 課長 氏名 羽多野　紀子 連絡先（内線）

作成担当者 1135

最終評価者 1141

取組内容
　収納率向上のため、滞納処分の徹底強化を行った。
　納期内納税者との公平性を図るため、延滞金の法定徴収を厳密に行った。

成果

　滞納者数の大幅な縮減が図られた。（H26　4,158人→H27　3,713人）
　803件の差押により、過去最も多い1億3963万円余の滞納市税を徴収した。
　捜索により、不動産1件、動産（自動車、仏壇、盆提灯等）　6点を差押え、内4点を換価し税に充当した。
　過去最も多い30,149千円の市税の延滞金を徴収した。（国保税合算　56,752千円）

課題 　滞納者数は年々縮減されていますが、更にきめ細かな滞納整理を実施する必要があります。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

特になし。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
公平納税と収納率向上のため、現地捜索等による滞納対策を強化する。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント 27年度に完了した、マイナンバー対応分のシステム改修費用については削減とする。

第2次評価コメント

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤

④　レ ② ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3

縮小 ⑥

1 2 3 ④ 1 ② 3

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

3.5億円 3.3億円市税の滞納繰越額 3.3億円 3.7億円

市税の収納率 96.51% 95.50%

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 実績値
（事後評価）

目標値

一般

95.50% 95.50%

H28 H29

中間値
（事中評価）

22,833 特定 一般 特定

財源

決算額 （千円）

34,358

特定 11,525 一般

ソフト

（千円） （千円）

－

事務事業名 徴収事務諸経費 担当課 収納課

概要

対象： 市民全体、市税滞納者 体系 Ｂ-6-3-5

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○市税の徴収事務 ○市税の徴収事務 ○市税の徴収事務

市税等の督促と、滞納者に対する延滞金の完全徴収・差押え等 新/継 継続

意図： 公平納税と収納率の向上を図り、自主財源を確保する 区分


